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アパートの２階に住んでいたが、

裁 決 書

福祉第７６５号
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平成１９年９月７日付けで行われた審査請求について、行政不服審査法（昭和３７年法律第！６０

号）第４ ０条第２項及び第３項の規定により、次のとおり裁決する。

主　　　　　　　文

、平成１９年７月３０日付けで審査請求人に対して行うた生活保護

変更申請却下処分のうち、転居に係る敷金等の費用に係るものは、これを取り消す。

本件審査請求のその余の部分は、棄却する。

事　　　　　　 実　　　　　　　　　　　　　　　／

（以下「処分庁」という。）は、平成１９年７月３０日、審査請求人（以

下「請求人」という。）に対し、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号。以下「法」という。）第

２４条第５項において準用する同条第１項の規定により、生活保護変更申請却下処分（=以下「原処分」

という。）を行った。

請求人は、原処分を不服として、平成１９年４月７日、北海道知事に審査請求を行った。

請 求 の 要 旨　　　　　　　　　　　　　 ／

ため㎜ ｅあり、請求人も●
㎜ していることから、階段の昇降が危険であったため転居することとし、転居に係る敷金、

仲介料を申請したところ、処分庁がこれを却下したのは不当である。

２　● が小児慢性特定疾患児日常生活用具給付事業（以下’「給付事米」という。）により㎜ の掵

付を受けたが、制作費用が基準額（㎜ ）を超えて㎜ となづたため、差額の

皿 支給 申請 た 処分庁が れ 却下 た は不 で

裁 決 の 理 由

本件に関しては次の事実が認められる。
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２　判断

(1) 請求の要旨１について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 二

ア　敷金等の認定について

(ｱﾄ 被保護者が転居に際し、敷金等を必要とする場合で、限度額以内の家賃又は間代を必要と

する住居に転居するときは、限度額に３を乗じて得た額の範囲内で必要な額を認定すること

ができる（「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和３８年４月１日社発第２４６

号厚生省社会局長通知。以下「局長通知」という。）第６の４の（1）の力）。

（ｲ） また、上記（ｱ）の「転居に際し、敷金等を必要とする場合」とは、「生活保護法による保護

の実施要領の取扱いについて」（昭和３８年４月１日社保第３４号厚生省社会局保護課長通

知。以下「課長通知」という。）問第４の３０に定める１５の要件のいずれかに該当する場合

２
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で、敷金等を必要とするときに限 られており、｢病気療養上著しく環境条件が悪いと認められ

る場合又は身体障害者がいる 場合であって設備構造が居住に適さないと認められる場合｣ は

これに該当するとされている。

イ　 原処分のうち敷金等に関する部分について

(ｱ) そ こで本件についてみると、処分庁は、平 成１９年１１月１日付け弁明書( 以下｢ 弁明書｣

という。) において､・ は上記課長通知にりう身体障害者には該当しない旨主張する。

(ｲ) 課長通知は、身体障害者の定 義規定を 置いていないが、障害 者加算の認定に関する規定で

ある 局長通知第６－２－(２)－エ ー(ｱ) 及び(ｲ) によれば、障害者加算を認定する際の程度の判

定は 、原則 として身体障害者手帳等により行うとしつつ、身体障害者手帳等を所持していな

い者について も4 保護の実施機関の指定する医師の診断書その他障害の程度が確認できる書
・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・

類に基づき行うこととしている。これは、身体障害者手帳等を所持していない者についても、

その他の書類により客観的にその障害の程度が確認されれば、身体障害者手帳等を所有して

、いる 者と同様の取扱いとする趣旨であると解される。

(ｳ) 本件に関しては、確かにi ㎜ は身体障害者手帳を所持していないが、皿

■ であって治療期間の見込みが特定できない状況であり( 前記 １の(1) 及び 賍)､ ㎜ 給付

要綱 に基づき㎜ の給付を受けたことが認められる( 前記 １の(5)) 。そして、㎜ 給付

要綱第４条及び別表１によると、㎜Z) 給付対象者は、 うち皿 り1

㎜ であっTC■ につき一部又は全部介助が必要である者とされている。

（Ｉ） そうすると､㎜ は一定の身体障害の状態にあったことは明らかであり、課長通知問第４

の３０に定める「身体障害者」に該当すると解するのが相当であると認められ、処分庁の主

張は失当である

（ｵ） また、処分庁は、弁明書において、㎜ の体格を考慮すると、請求人が■ を背負って階

段を昇降することは十分可能であった旨主張する。

（ヵ） 請求人世帯の状況をみるとヽ同世帯は請求人ヽ● 及び・ で構成され 請求人以外の者

がー 養育することは困難であったこと（前記１の（i））及び請求人は
㎜ により

■ がほぼ■ しており、㎜ を要する仕事はできない状態であったことが認められる（前

記１の(2))。
(ｷ) 確かに､圃 の体格 降㎜ の平均程
度であったと認められ、一般的には、当該幼児を背負う、抱くなどして階段を昇降すること

が可能であると考えられるが、本件が課長通知問第４の３０の「身体障害者がいる場合であ

って設備構造が居住に適さないと認められる場合」に該当するか否かをさらに検討すると、

次のことが認められる。

（ｸ） 本件においては､請求人の状況から住居に敷設された階段の危険性が問題であることから、

審査庁は、平成２０年３月２５日に行政不服審査法第２９条第１項に基づき請求人が転居前

３
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に居住していた住居で検証を行った。それによれば、同住居に敷設された階段は、全２３段

で、上から、①３段、②６段、③４段、④６段及び⑤４段の5 つ の部分で構成されていた。

①から④までには、鉄製の手すりが取り付けられており、①、③。④及び⑤は直線で、踏み

面が長方形であったが、②は、昇降の方向を変更するため、踏面が三角形と一角が鋭角の四

角形七ある階峻が組み合わされていた。階段１段の高さは、いずれも２ １センチメートルで

イあったが、④の最下段については、敷地地面と当該段の踏面との間に踏面のないコンクリー

ニトの土台があり、最下段の踏面から敷地面までの高さは３２センチメートルとなうていた。

● をほ･ 同人にど で吐ヽ ■ を背血うなどして当該階段をj昇降す
る ご と は 、/特 に ② の 部 分 及 び ④ の 最 下 段 の 部 分 に お い て 、 困 難 が 伴 う も の で あ っ た と 認 め ら

れ る 。　　　　　　　　　　　　　　 ／　　　　　　　　　　 ／
●　　`丶　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・

（ヶ） 以 上 の こ と か こら 、 本 件 に つ い て は 、 課 長 通 知 問 第 ４ の ３ ０ の 「身 体 障 害 者 が い る 場 合 で あ

： り て 設 備 構 造 が 居 住 に 適 さ な い と 認 め ら れ 名 場 合 」 に 該 当 す る と 認 め る の が 相 当 で あ り 、 処

分 庁 の 主 張 は 採 る こ と が で き な い 。　　　　　　　 ‥ ‥
‥‥ ‥　　 ｌ　　　

‥ ‥‥

（ｺ匚 な お 、∇処 分 庁 は 、 請 求 人 が 実 際 に 転 居 し た 住 居 は １ 階 で は あ る も の の 、 階 下 が 車 庫 と な っ／

て い る た め 前 住 居 同 様 階 段 を 利 用 し て 出 入 り す る 必 要 が あ る こ と か ら 、 階 段 の 昇 降 が 困 難 で 。

。 万=卜　 あ る･と の 同 人 の 主 張 は 疑 問 で あ る と 主 張 す る が 、 転 居 先 住 居 に 敷 設 さ れ た 階 段 は 全 １ ０ 段 で

） 真 っ 直 ぐ 昇 降 す る も､の で あ り 、 前 住 居 の 階 段 と は 明 ら か に 構 造 が 違 う の で 、 当 該 主 張 は 採 る

尚 こ と が で き な い 。　　　　　　 ▽　　 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 レ

（2匚 請 求 の 要 旨2･ に つ い で　　　　　 ノ レ　 ／　　 卜　　　　　　　　　　　　　　 ∧

よ
ア　 治 療 材 料 の 給 付 に つ い て　 。･･ 。 。･。　　　 。･　　・ 、　　　　　　　　 ご　　

＼

（ｱ） 要 保 護 者 か ら 治 療 材 料 の 給 付 の 申 請 が あ っ た と き は 、 技 術 的 医 学 的 な 見 地 か ら の 判 断 を 必

厂　 婆 と す る た め 、 榲 祉 事 務 所 長 ね 、 給 付 妛 否 意 見 書 を 発 行 し 、 要 保 護 衵 こ対 し 、 そ の 医 療 を 担

、　　　　　　　・　　　　　　　　　　　　　　　　 Ｉ　 ●　‘　　　　　　　　　’　　　　　　　　・　　　●
………　 当 し て い る 医 療 機 関 に お い て 所 要 事 項 の 記 入 を 戞 け て 提 出 す る よ う 指 導 ず る と さ れ て い る 。

レヶ　 （「生 活 保 護 法 に よ る 医 療 扶 助 運 営 要 領 に つ い て 」（ 昭 和 ３ ６年 ９ 月 ３ ０ 日 社 発 第 ７ ２ ７ 号 厚
Ｊ･　　　　　　　　　　　　　　　。 Ｉ　　　　Ｉ　Ｉ　　　。　　　　●

生 省 社 会 局 長 通 知 。 以 下 「運 営 要 領 」 と い う 。） 第 ３ の ６ の（i）の ア ）。

‘　 （ｲ ） ま た 、 そ の 費 用 は √ 最 低 限 度 の 実 費 と さ れ て い る/（ 運 営 要 領 第 ３ の ６ の（3 ）この イ の（ｲ ））。

■　
、　　　　　　　　・　　　　　　　　　　　 －　●　　　　　　　　　　　　　　　　　●　　　　　　　　　 ●

イ ’ 本 件 に お け る 給 付=の 可 否 に つ い て　　　　　　　 づ　　　　 ∧

（y） 処 分 鬲 ま
ヽ 治 療 材 料 と し

嫋
）
●?

給 付 は ヽ そcI& 付‘ 謡 ら な け れ 哢 生 命 を齟 持 す 泰 ご

■　　　　　　　　　　　　 ■･　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 丶

(y) 処 分 庁 は 、 治 療材 料 とし て の四 ９ 給 付.は｀
そ.の給付 によ らな け れ 芦 生 命 を維 持す 忝こ

、　　　　　　　　　　　　　■．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　丶
とが 困難 で ある 場合 又 は生命 の 維 持に 直 接 関 係は な いが 、症 状等 の改 善 を図 る うえ で 他に代

わ る べき 方 法 がな い場 合 に認め ら れ るべ き で あ り、 単 なる 日常 生活 の利 便 等 を 理 由とし て の
●　　　・　．　　　　　Ｉ ｜　　　　　　　　　　・　　Ｉ　　　　　　　　●

給 付 は 適 当 で はな い とさ れてお り(｢ 生活 保 護法 によ る 医療 扶助 運営 要 領 に 関す る 疑 義に つい

て(( 昭 和 ４ ８年 ５月 １日社 保第 ８７ 夛讐 生4 社会 昂 保迪課 長 通知)/ 問(17)) ヽ
●(7; ・

は 日常 生活 の 便宜 を図 るた め給 付 され た も めで あ って 、 生命 の維 持 又は 症 状等 の改 善等 を 目

的 と す る も の で はな いか ら√治 療 材 料の･給 付方 針 に は 該当し な いと 主張 す る が 、請 求 人か ら

--
４
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卜　 保 護 変 更 申 請 が あ っ た 際( 前 記 １ の(6)') 、 給 付 要 否 意 見 書 が 発 行 さ れ て い な い こ と か ら 、 技

術 的 医 学 的 な 見 地 か ら 処 分 庁 が 当 該 主 張 を し て い る と 認 め る こ と は で き な い ． 犬

■　　　　　　　　　　　　　 Ｉ　　　　　　　　　'　　　
●丶　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ●　　　　　　 Ｉ　　　　 Ｉ

(ｲ) し か し な ふ
ら 、 た と え 、 本it

・
が 治 療 材 料 に 該 当 す る と し て も 、 法 に 基 づ き 治 療 材 料

を 給 付 す る 場 合 の 費 用 は 最 低 限 度 の 実11: と さ れ( 前 記 ア の 閇 ヽ
■ 紿

付 要 綱 が 定 め
忘 ●

卜　

●
基 準4 襾 帯 は

㎜
と 本 れ て お り( 同 要 綱 岬 表 １) ヽ ず の 額 は｢ 在 喞 福 祉 事 業 費 補ﾉ

助 金 の 国 庫 補 助 に つ い て｣( 平 成 ４ 年 ３ 月 ２ 日 厚 生 省 発 老 第 １ ９ 号 厚 生 事 務 次 官 通 知) が 定 め

卜 る 基? 蓼 額 と 向 紬 で ゆ る こ と. か らﾚ 同 要 細 が 走 め る 鈿 が
ヽ

・
に お け る や 要 最 低 限 度(7)･ 額 と

＼

白 癬 す る こ と が 皋 や で あ 宕・; ＼　　 ゛･
ｊｌ
．　　　　　　　　　･･

．　
．･
．　　　　　　　　　　 ．

・

／(ｳ) そ し て､ ■
給 付 要 綱 に よ

叭 ぱ 、 日 常 生 活 月丿具 の 給 付 膏 受 け よ う と す る と き は 、 申 請 書

の ほ か 、 給 付 を 希 望 す る 用 具 の カ タ ロ グ 、 見 積 書 等 を 提 出 す る こ と と さ れ( 同 要 綱 第 ５ 条) 、

給 付 す る 日 常 生 活 用 具 の 価 格 が 同 褻 綱 の 定 め る 基 準 価 格 を 超 え る 場 合 は そ の 差 額 を 利 加 者 が

犬 負 担 す る こ と と さ れ て い る と こ ろ( 同 要 綱 第 ９ 条 第 ２ 項) 、 請 求 人 は 、 同 要 綱 に 基 づ く 申 請 の･

＼ 際
ヽ
艸

゛ ゛ ゛J り
・7)

゛“
－

二゙戸JI 畔 左 ゛= ６ 伴` り 如 ｌ

の(4)) 、し 同 人 は 、 基 準 佃i 格 を 超 え る 額 を 自 己 が 負 担 す る こ と を 前 提 と し て 価 格
四

卜　 艚( η艚9) 靤 祕 を 汞 め た もj) と 認 め や れ ゛ ．＼
‥‥ ‥

‥
‥ ‥ ‥ ‥‥　　　 ‥ ‥ ‥

‥　
‥‥ ‥‥ｊ

(工) し た が っ て 、 運 営 要 領 に 規 定 さ れ て い る 最 低 限 度 の 実 費 は √ 給 付 事 業 の 給 付 に よ っ て 充 た

き れ て い る こ とj 二な り 、
■ ∂)

制 作 費 用 と
亠
準ii 格 の 差 錮 、 す な わ ち 最 低 限 度 の

亠
費 を 超

■　　　　　　　　　　　　　　 ●　　　　　　　　　　　　　　　　　 Ｉ　　　　　　　 ・　　　　　　　　　 ｉ　　　　｀　　』

づ
え る 額 に つ い て の 申 請 を 却 下 し た こ と が 不 当 と は 認 め ら れ な い ．　 づ　　I!

よ っ て 、 主 文 の と お り 裁 決 す る ．　　 ト　 ム　　　　　　　　　　　 乙　　　　　　 ．

平成2 1･年６月３日

北海道知事　　高　橋　はる

十 万　　　　　教　・　△　 ・　示　　　・　．　　尚　　　　．・　一勹

１　 ごの裁決について不服がある場合には、こめ裁決があったことを 知づた日の翌日から起算して ３０

自以内に、厚生労働大 臣に再審査請滄をすることができます．た だし、この裁決があったことを知

った日の翌日から起算し て ３ ０ 日以内であっても、裁決の日の翌日から起算しで1 年を経過すると

再審査請求をすることができなくなり 車鯔 ……･4｡i

２　 こ の 裁 決 に つ い て 不 服 が あ る 場 合 に は 、 こ の 裁 決 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て ６

月 以 内 に 、･北 海 道 （訴 訟 に お い て 北 海 道 を 代 表 す る 者 は 、 北 海 道 知 事 と な り ま す 。） を 被 告 と し て 、

Ｉ　　Ｉ　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Ｉ　　　　　　　　　　　■　　　　　　　　　　　　　 Ｉ　　　　　　　　　－
札 幌 地 方 裁 判 所IJこ こ の 裁 決 の 取 消､し の 訴 え を 提 起 す る ご と が で き ま す 。 ただ し 、 こ の､裁 決 が あ｡つ た

こ と を 知 っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て ６ 月 以 内 で あ っ て も 、 裁 決 の 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て １ 年 を 経 過

す る と 裁 決 の 取 消 し の 訴 え を 提 起 す る こ とが で き な く な り ま す 。　　　　　　　　　　　　 ｀

５


